（様式３）
誓約書
令和8年厚生労働省告示第43号に基づく最高裁判決を踏まえた生活保護費追加給付業務に係る公募型プロポーザルに参加するにあたり、関係法令等について再度認識のうえ、厳正な手続きを行い、下記事項の全てに該当する事業者であることを誓約します。
なお、虚偽、不正行為が判明したときは、いかなる処分に対しても異議を申し立てません。
記
１　「令和8年厚生労働省告示第43号に基づく最高裁判決を踏まえた生活保護費追加給付業務に係る公募型プロポーザル募集要領」に記載された参加資格要件を満たした事業者であること。
２　令和8年厚生労働省告示第43号に基づく最高裁判決を踏まえた生活保護費追加給付業務について、業務工程管理を行い、業務の全てを遅滞なく履行できる能力を有する事業者であること。
（宛先）那　覇  市  長
　令和8年　　月　　日
（申込者）
　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※代表者印を押印してください
· 共同事業体の場合は管理法人名を記載すること。
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